
１．はじめに

多くの途上国が策定しており、重債務貧困国の
債務免除の条件でもある「貧困削減戦略」では、
ほぼ例外なく教育が重点セクターの一つになって
いる。また、「万人のための教育」開発目標を
２０１５年までに達成するという国際的イニシアチ
ブの高まりもあり、多くの途上国では教育への公
共支出が増加している。ガーナもその例外ではな
く、ガーナ政府の対GDP比教育予算は１９９９年
の３．７％から２００４年には４．５％まで増加してい
る（実際の財政支出割合は予算を恒常的に上回っ
ており、２００４年には５．５９％）（Ministry of Educa-
tion ２００５）。しかし、初等教育（１～６学年）や
前期中等教育（７～９学年）に比べると、後期中
等教育（１０～１２学年）は政府の政策的・予算的
優先度は低い。初等教育への予算配分は、２０００
年から２００５年の間に３１．９％から３９．２％に増え
ているのに対し、後期中等教育へのそれは、
１５．１％から１３．０％へと減少している。そして、
この後期中等教育への予算割合は今後１０年間変
動しない見込みとなっている（Republic of Ghana

２００３and Ministry of Education２００５）。
政府の予算が教育費の一部しかカバーできてい

ないため、後期中等教育は家計支出に多く依存し
ているのが現状である。その背景には、貧困削減
のための必須の公共サービスと認識されている基
礎教育（初等、前期中等）に比べると、後期中等
以上の教育は、就学者及びその保護者の自由意志
での選択という要素が大きく、受益者のコスト
シェアリングが促進されるべきだという認識があ
る（Bray and Lilis１９８８; Lewin２００１; Wolff１９８４）。
同時に、この議論は、生徒一人当たりの公的教育
費用の利益率（rate of return）は、初等教育に
おいて最も高く、教育段階が上がるほど低くなる
という経済分析にも基づいており、１９８０年代以
降の多くの途上国の教育財政を方向付けてきた
（World Bank １９８６）。実際、ガーナの２００５／０６
年度の生徒一人当たりの公的経常支出（教員給与、
学校補助金を含む）は、初等６９８，０７７セディ（約
７８ドル）、後期中等２，６１２，６２５セディ（約２９０ド
ル）と、後期中等教育が初等教育の３倍近く、当
該サブセクターの相対的利益率が低いと言われる
所以である（Ministry of Education and Sports
２００５,９３）。
人的資源開発の費用対効果や、多くの人々に最

低限の教育を受ける権利を保障する初等教育の重
要性は否定すべくもないが、公的教育費用のバラ
ンスの取れた分配という観点から、初等教育偏重
の傾向に疑問も提起されている。例えば、ラヴィ
は、世界銀行がガーナで行った生活水準計測調査
（Living Standards Measurement Study）のデー
タに基づき、中等教育の機会が限られていたり、
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中等教育を受けるための私的費用が大きいと、そ
うした暗い展望が、親や生徒の初等教育への就学
意欲を下げ、未就学や退学・留年を促す結果にな
ると報告している（Lavy １９９２）。また、初等教
育の拡大に伴い、教員養成の需要も高まっている
が、教員養成校（Teacher Training Colleges）
入学の条件である中等教育修了試験（Senior Sec-
ondary School Certificate Examination）を受け
るためには、後期中等教育を経なければいけな
い。しかし、ガーナでは、初等教育の総就学率
は、２００５／０６年度で８７．５％であるのに対し、後
期中等教育の就学率は２５．５８％に止まっている
（Ministry of Education and Sports２００５）。後期
中等教育への進学率は、恒常的に３０％前後に据
え置かれており（Ministry of Education and
Sports １９９９）、基礎教育（初等・前期中等）が拡
大するにつれ、後期中等教育入学のボトルネック
が教育制度全体に負の影響をもたらす可能性は否
定できない。
このように、後期中等教育は、教育制度の中で

重要な意味を持つにも関わらず、政府内での関心
が高くなく、そのサービスの多くは、受益者によ
るコスト負担に依存している。しかし、こうした
家計支出への依存は、保護者の負担能力によっ
て、教育の質や生徒の教育へのアクセスに格差が
生じることも意味する。
このように、多くの途上国において、家計支出

は教育システム維持のために重要であり、また、
教育の質やアクセスに大きな影響を及ぼすにもか
かわらず、政府の教育費政策、地域の文化・社会
的特殊性や生徒の家庭の経済水準などによって支
出費目や支出形態が異なるため、把握が難しく、
研究が十分とは言えない（１）。また、これらの限ら
れた研究も、ほとんど初等教育を対象としてお
り、サブサハラ・アフリカの中等教育の家計支出
を包括的に分析したものは非常に限られている
（例えば、Tan１９８５; Lerotholi２００１）。
ガーナでは、慣習的に高等学校（後期中等レベ

ル）を３つのカテゴリーに分けている。カテゴ
リーＡは、都市部にある伝統校で、学業の水準も
高く、生徒は全国から集まる。カテゴリーＢは、
小さな町にある学校で、カテゴリーＡより狭い地
域から生徒が来ており、学業レベルはカテゴリー
Ａより低い。他の多くのアフリカの国でそうであ
るように、ガーナでは伝統的に、よい後期中等教
育には寮があるべきという認識が強い。寮におい

て、集中して学習する習慣を身に付けるだけでな
く、いろいろなエスニック・グループや地域から
来ている生徒が共通の国民意識を形成すると考え
られているからである。従って、昔からあるカテ
ゴリーＡ及びＢの学校には寮がある。
こうした伝統的な高等学校教育に対して、全寮

制の学校は政府及び家計への財政負担が大きく、
効率が悪いという批判が出るようになった
（Akyeampong２００３, Chapter２）。そこで、少し
でも後期中等教育のコストを下げ、農村部の人口
にもアクセスを容易にするための手段として
１９８７年教育改革以来、奨励されてきたのが、寮
がなく、通学生だけのためのコミュニティ・ス
クール（カテゴリーＣ）（２）である。政策が発効し
て以来、ガーナには１４０のコミュニティ高等学校
が設立された（Ministry of Education ２００２b）。
これらの学校は、他の２つのカテゴリーの学校よ
りも規模が小さく、既存の学校から離れた農村部
に存在する。コミュニティ・スクールは、教育の
質も低く、生徒が卒業後に上級の学校に進める可
能性は限られているが、家の近くで比較的安く教
育を受けられるというのが、政策上の想定であ
る。また、親や生徒自身もコミュニティ・スクー
ルの方がコストが安いと信じる傾向があるが、
ガーナの教員や研究者の間から、現状はそうとは
限らないという感想が漏らされることがあっ
た（３）。
こうした現状を踏まえ、本調査は、まず、後期

中等教育に対する政府、家庭のコスト負担の実態
を詳細に分析する。また、学校のカテゴリー（Ａ、
Ｂ、コミュニティ）や通学形態（寮か通学生か）
ごとに実際にかかったコストを比較することで、
「全日制のコミュニティ・スクールは寮制の学校
より政府及び家計支出が低い」という政策の理論
付けや一般認識が当たっているのかを検証し、教
育費用とアクセスの公平性、質の問題とも関連さ
せつつ、この分野での政策の見直しに貢献するこ
とを目的とする。

２．調査手法

調査は、２００４年１１月から、同国セントラル州
の３つの郡において、６つの高等学校（各カテゴ
リーから２校ずつ）を対象に行われた。セントラ
ル州を調査対象に選んだ理由として、伝統的に教
育が普及していてカテゴリーＡ校が複数あるケー
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プコースト市と農村部との対比が可能だというこ
とが挙げられる。カテゴリーＡ校は全国でも一部
の地域に集中しており、州都であっても、農村部
と対比可能な学校がないケースも多い。セントラ
ル州には４９の高等学校があり、うちカテゴリー
Ａ校が１２、カテゴリーＢ校が１７、コミュニ
ティ・スクールが２０である。各カテゴリーから
２校選択するにあたっては、学校の所在地や生
徒の学業成績（４）で、各カテゴリーを典型的に代表
すると思われるケースを選んだ。まず、調査地域
は３つの郡（２つは、農業を主な産業とする地域、
残りの１郡は、ケープコースト市（セントラル州
都）とその周辺）に絞った。その上で、ケープコー
スト市周辺からは、カテゴリーＡ校２校を選定し
た。次に、農村部の２郡からは、それぞれカテゴ
リーＢ校とコミュニティ・スクールを１校ずつ
（計４校）選定した。その際、市場があったり主
要道路の交差点にある町のカテゴリーＢ校、そこ
から未舗装道路を入って１時間以内の農業地帯の
コミュニティ・スクールを組み合わせとして選定
した。
質問票は、教育支出について、日、週、月、学

期単位で尋ねるもので、複雑で誤答の可能性が高
かったため、データの質を管理する目的で、生徒
に対する質問票は、すべて調査グループの監督の
もとに回答された。この作業に非常に労力を要し
たこともあり、本調査では、広範囲にデータを集
めて統計的代表性を高めるというより、限られた

サンプルを定量・定性的手法を組み合わせて詳細
に理解することにより、事例を提示することを主
眼とした。
調査対象としたのは、サンプル６校のうちの普

通文系（General Arts）コースの３年生とその保
護者で、アンケート、フォーカスグループ・ディ
スカッション及びインタビュー調査を行った。普
通文系の学生を選んだのは、普通文系コースは、
全ての高等学校にあること、また、理系や技術・
職業科は施設・教材費が余分に課されるのに対
し、普通文系の学校納付金（５）は最も基本的なもの
だからである。また、３年生を対象とした理由と
しては、今の学期だけでなく、過去２年間との比
較が出来ることが挙げられる（６）。また、より年齢
が上で、卒業時期が近づいている生徒の方が、教
育費が家計に及ぼしたインパクト、経済的負担の
対価として高等学校教育に対して抱く期待、など
をより明確に認識し、語ることができると考えた
ことにもよる。
５９４人の生徒にアンケートを配布し、５８２の有
効回答を得た。１２人の回答は、重要データの欠
落により分析から外した。表１に示すとおり、有
効回答の６４．１％（３７３名）はカテゴリーＡ校、
２７．０％（１５７名）がカテゴリーＢ校、８．９％（５２
名）がコミュニティ・スクールの生徒だった（表
１）。カテゴリー間でサンプルサイズにかなり差
があるのは、学校規模の違いを反映している（７）。
いずれも、それぞれの学校の普通文系コース３年

表１ アンケート回答者（生徒）の分布

通 学 形 態
合計

通学生 寮 生 ホステル生

学校のカ

テゴリー

コミュニティ・スクール ４８ ０ ４ ５２

カテゴリーＢ校 ６２ ８３ １２ １５７

カテゴリーＡ校 ８ ３６０ ５ ３７３

合 計 １１８ ４４３ ２１ ５８２

表２ アンケート回答者（保護者）の分布

通 学 形 態
合計

通学生 寮 生 ホステル生

学校のカ

テゴリー

コミュニティ・スクール ３２ ０ ３ ３５

カテゴリーＢ校 ３２ ７４ ８ １１４

カテゴリーＡ校 １ ４６ ０ ４７

合計 ６５ １２０ １１ １９６
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生の９割以上の回答は得ている。保護者のアン
ケートは、アンケートに回答した生徒に学期末の
休みに持ち帰らせて後日回収した。回収率はその
場で回答させた生徒の場合より低い３３％で、１９６
件の有効回答を得た（表２）（８）。
フォーカスグループ・ディスカッションは、カ

テゴリーＡ及びＢ各１校と２つのコミュニティ・
スクールで行った。
アンケートは、学校のカテゴリーだけでなく、

生徒の通学形態による支出パターンの違いが分析
できるよう、質問を分けた。また、フォーカスグ
ループ・ディスカッションも異なる通学形態がそ
れぞれ数名の生徒で代表されるようにメンバーを
選定した。
ガーナの高等学校では、通学生、寮生、ホステ

ル（９）に住む生徒の３つの通学形態がある。サンプ
ルのうち、カテゴリーＡ校では、生徒の８０％が
寮生であるのに対し、コミュニティ・スクールで
は、一部のホステル生を除き、９２％が通学生で
ある。カテゴリーＢ校の生徒の通学形態は、カテ
ゴリーＡ校とコミュニティ・スクールの中間的な
パターンで、寮生と通学生の割合の差は少ない
（寮生５２％、通学生３９％、残りはホステル生）。
このほか、特にコミュニティ・スクールにおけ

る生徒のコスト負担に関する認識を詳しく知るた
め、あるコミュニティ・スクールで６名の生徒に
個別のインタビューを行った（各１５～２０分程度）。
生徒と親に対するアンケート以外に、学校長に

も質問表を渡した。これは、学校の就学者数、学
校が課している納付金の費目と金額、学校運営へ
の保護者の参加状況（寄付等の金銭的貢献を含
む）、生徒の入学時及び卒業時の平均学業成績と
いった基礎的データを収集する目的で行った。こ
のほかに、国と州の教育データや政府の後期中等
教育政策を確認するため、ガーナ国教育サービス
（Ghana Education Service：GES―教 育・ス
ポーツ省下の大学前教育執行機関）、統計局、
GES州事務所も訪問した。

３．生徒の社会経済的バックグラウンド

カテゴリーＡ校では、サンプルの生徒の７割が
基準就学年齢である１８～１９歳であったのに対し、
カテゴリーＢ校では５５．４％、コミュニティ・ス
クールでは３０％しかこの年齢の生徒がいなかっ
た。インタビューやフォーカスグループ・ディス

カッションからは、カテゴリーＡの生徒は中学卒
業後ほぼまっすぐ高校に入っているのに対し、コ
ミュニティ・スクールの生徒の多くは、なんらか
の理由（多くは経済的理由）で、中学卒業後しば
らくは教育を中断している（１０）。
理論上、国中の誰でも、中学卒業資格があれば

どの高校に応募してもいいのだが、実際は、中学
校教育の最後に行われる基礎教育資格試験（Basic
Education Certificate Examination：BECE）で
の総合点によって、行ける学校は制限される（１１）。
BECEの成績がトップクラスの生徒がカテゴリー
Ａ校に行き、カテゴリーＢにはそれより成績が低
い者、更に成績が低い者がコミュニティ・スクー
ルに行くことになる。では、どういう生徒が
BECEで好成績を収めるかというと、本来の能力
はもちろんだが、中学時代にどのような教育を受
けたかが大きく影響する。ガーナでは高校はほと
んど公立だが、中学は私立も多く（１２）、学費の高い
私立校はBECEでの実績が高く、教育熱心で経
済力のある家庭の子供が多く集まっている（１３）。今
回のアンケート調査からも、サンプルの生徒のう
ち、カテゴリーＡの生徒の９割近く（８７．７％）が
私立中学出身ということも分かっている。私立中
学出身者は、カテゴリーＢ校では５０．３％、コ
ミュニティ・スクールでは１３．５％と、BECEの
総合点が高くなければ入れないカテゴリーＡから
順に、成績が下がるに応じて私立中学出身者の割
合は低くなっている。
子供が私立中学出身であることと、親の経済力

及び教育水準と関係が深い。保護者（１４）の職業に関
する質問の回答で、コミュニティ・スクールから
の回答の７３％は運転手、行商、小農といった収
入が低く不安定な職業であったのに対し、カテゴ
リーＡ校で同様の職業に就いている保護者は
１３％のみであった。親の経済力を知るため、本
調査では、家財道具の数と種類を訊いた。自給自
足農家など貨幣形態の収入が少ない場合、あるい
は収入が不安定だったり小額ずつ日ごとに収入が
ある場合などに、年収を問うことが難しいからで
ある。その結果、カテゴリーＡ校の保護者の６割
は、アンケートで挙げた全てのアイテム（家、テ
レビ、冷蔵庫、オートバイ）を持っており、カテ
ゴリーＢ校でこれらを全て持っている保護者は
２２％、コミュニティ・スクールでは２％だけ
だった。教育レベルに関しては、カテゴリーＡ校
の保護者の４０％は大学出身者だが、コミュニ
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ティ・スクールの保護者の４０％は中卒である。
総じて、親の経済レベル、教育レベルはカテゴ
リーＡで最も高く、カテゴリーＢ、コミュニ
ティ・スクールの順で低くなっている。
生徒の出身地に関して、カテゴリーＡ校には全

国から生徒が集まるのはよく知られており、当然
彼らの８割は寮生である。他方、通学生であるか
らといって、必ずしも自宅から毎日通っていると
は限らない。コミュニティ・スクールの生徒は殆
どが通学生ということになっているが、その半数
は、実際には通える距離に家族の家があるわけで
はなく、学校の近くに家を借りて住んでいる。現
に、アンケートの回答からは、学校周辺（通える
範囲内）以外の出身者は、カテゴリーＡ校で
９３．３％、カテゴリーＢ校で５１．１％、コミュニ
ティ・スクールでも４４．２％もいた。
こうした実態は一般にはあまり認識されておら

ず、そのことが通学生の家計支出を低く見積もっ
ている一因と考えられる。また、コミュニティ・
スクールは周辺住民が主体的に学校運営に関わる
という政策上の想定も、生徒が近隣の出身でない
以上、あまり成り立たない（１５）。本調査に参加した
６つの学校の校長は、全員、学校とコミュニティ
は事実上、何の関係もないと述べている。コミュ
ニティ・スクールが近隣の人々から受けたものと

して、サッカーや耕作用の土地をもらったことが
挙げられた。それ以外は保護者が払う PTA会費
だが、これは、周辺コミュニティではなく、保護
者が払っているものであるし、保護者側からする
と、自主的な寄付ではなく、学校納付金の一部と
いう認識である。

４．後期中等教育のコスト

� 公的補助金と学校納付金（明示的な家計の直
接支出）（１６）

ガーナ国教育・スポーツ省及びその実施機関で
あるガーナ教育サービス（GES）は、毎年、高等
学校に対する補助金額と、各学校が生徒に課すこ
とができる公認の授業料の内訳と金額を発表す
る。２００４／０５年度のガーナにおける政府からの高
等学校への補助金は、一律で生徒一人あたり
１４４，６００セディ（約１６ドル）である。この補助
金には、文房具、施設補修、教科書使用量、備品
補修、公共料金（水、電気など）が含まれている
（教員給与は含まない）。また、政府が公認する
授業料は、通学生に対して２５，０００セディ（２．８
ドル）、寮生が６１０，６６７セディ（６８ドル）である。
寮生の学費が高いのは、寮費（施設使用、食費）

表３ ガーナ教育省によって認可された２００４／２００５年度の後期中等教育の授業料と
政府補助金（普通文系） 単位：セディ

通 学 生 寮 生

授 業 料 学 期 年 間 学 期 年 間

試 験 受 験 料 １５，０００ ４５，０００ １５，０００ ４５，０００

図 書 館 使 用 料 ５，０００ １５，０００ ５，０００ １５，０００

スポーツ・レクリエーション費 １，０００ ３，０００ １，０００ ３，０００

科学情報センター使用 料 ４，０００ １２，０００ ４，０００ １２，０００

娯 楽 費 ― ２，０００ ６，０００

食 費 ― ５７８，６６７ １，７３６，０００

ベ ッ ド 使 用 料 ― ５，０００ １５，０００

授 業 料 合 計 ２５，０００ ７５，０００ ６１０，６６７ １，８３２，０００

政 府 補 助 金 １４４，６００ ４３３，８００ １４４，６００ ４３３，８００

政府に認可された一人当たり教育費 １６９，６００ ５０８，８００ ７５５，２６７ ２，２６５，８００

出典：Ghana Education Service
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が含まれるからである（表３）。政府が高等学校
のコスト計算の根拠としているのは、この補助金
（公的支出）と公認の授業料（家計支出）の合計
で、すなわち、通学生は学期あたり１，６９６，０００セ
ディ（約１９ドル）、寮生は７５５，２６７セディ（約８４
ドル）かかるということになる（１７）。これだけ見る
と、確かに通学生の家計支出は政府の一人あたり
補助金より少なく、金額も大きくなく見える。
しかし、表４を見ると、政府に明文化された授

業料が２５，０００セディであるにもかかわらず、あ
るコミュニティ・スクールでは、生徒は学期あた
り２４６，０００セディ（２７ドル）（公認授業料の１０
倍）を学校に払っていることが分かる（１８）。カテゴ
リーＡ校の通学生が学校に納付している金額は
２２０，０００セディ（約２４ドル）、カテゴリーＢ校で
は１５１，０００セディ（１７ドル）である。このこと
は、実際に学校で必要な教育費は、政府が公式に
認識している後期中等教育の生徒一人当たりのコ
スト（１９）を上回っていることを示している。特に注
目すべきは、本調査の対象となったコミュニ
ティ・スクールの学校納付金額が、カテゴリーＡ
のそれを上回っていることで、コミュニティ・ス
クールの家計への直接支出が少ないという想定は

当てはまらない場合があるということである。
他方、政府が公表している補助金額自体が政府

の負担能力を超えていることも考えられる。
２００４／０５年度のガーナの高等学校の就学者数は、
３３３，００２名であった（Ministry of Education２００５,
３１）。一人あたり年間４３３，８００セディ（１学期
１４４，６００セディ×３学期）の補助金を全就学者に
支給すると考えると、約１４４，４５６百万セディ（約
１６百万ドル）が補助金だけで必要となる。２００４／
０５年度の後期中等教育予算総額が５０９，１７０百万
セディであるので、この補助金だけで予算の４分
の１以上を占める。しかし、政府の予算内訳によ
れば、５０９，１７０百万セディの９２％（４７０，１６１セ
ディ）は人件費となっている（Ministry of Educa-
tion ２００５, ８８）。政府は、教育・スポーツ省予算
の他に、HIPC Fund（重債務貧困国の債務免除
基金）とGET Fund（ガーナ教育信託基金）の
一部が後期中等教育にも充てられていると述べて
いるが、内訳は不明であり、総額として政府が後
期中等教育にどれだけ資金配分したかは政府内で
も一括把握されていない（２０）。保護者に課される学
校納付金が政府の公認額をはるかに上回る理由と
して、そもそも政府の補助金が行き渡っていない

表４ 各カテゴリーのサンプル校（各１校）の実際の学校への納付金（学期あたり）
単位：セディ

費 目 カテゴリーＡ校 カテゴリーＢ校 コミュニティ・スクール

授 業 料 ８５，０００ ４４，０００ ８６，０００

補 習 費 ６０，０００ ３０，０００

コンピュータ使用料 ３０，０００ ３０，０００

施 設 費 ２０，０００ １０，０００ １０，０００

試 験 受 験 料 ３０，０００

ス ポ ー ツ ７，０００

水のみ場の補修費 ５，０００

発 電 機 使 用 料 ２５，０００ ５０，０００

PTA 会 費 ２０，０００ ８０，０００ １０，０００

衛 生 費 ５，０００

通学生（ホステル生）合計 ２２０，０００ １５１，０００ ２４６，０００

寮 費 ５７８，６６７ ５７８，６６７ ―

寮 生 合 計 ７９８，６６７ ７２９，６６７ ―

出典：アンケート回答、学校データ、フォーカスグループ・ディスカッション
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ことも十分に考えられる（２１）。
学校納付金の内訳や金額は学校によって異な

る。一番基本の授業料（表４の１列目）ですら、
学校によって金額がばらばらなうえ、それだけで
既に政府の公認授業料の２～３倍になっている。
そのほかの学校納付金には、補習費（コミュニ
ティ・スクールを含む２校）、宿舎（通学生に対
しても課される場合がある）、コンピュータ使用
料、発電機代、PTA会費などがある。これらは、
後期中等教育に直接的かつ目に見える形でかかる
費用であるにも関わらず、実態が多様であること
もあり、政府にはほとんど把握されていない。そ
して、これらの多くは、学校教育を行ううえで適
正な費用であり、誰かが負担しなければいけない
と考えられる。また、コミュニティ・スクールや
カテゴリーＢ校の保護者の経済負担能力がカテゴ
リーＡ校のそれより相対的に低いにもかかわら
ず、都市部から遠い小規模校ほど、余分にコスト
がかかるケースが報告されている。例えば、ある
コミュニティ・スクールでは、政府が認めている
共通試験受験料１５，０００セディ（約１．７ドル）の
うえに、試験のために３０，０００セディ（３．３ドル）
を余分に徴収している。学校当局によれば、これ
は、試験問題を町から運んできて、生徒の答案を

町に持って行くのにかかる交通費だとのことで
あった。たとえば、本調査対象の一つであったカ
テゴリーＡ校には５台の車があったが、コミュニ
ティ・スクールは２校とも車がなかった。学校専
属の車や補助スタッフがいない学校では、教師自
らが公共交通手段を使って試験問題や教科書、教
材などを運ばなければならないが、それによって
授業がキャンセルされたり、コストがかかるなど
の問題が生じている。
図１は、学校のカテゴリー別に、生徒一人当た

りの政府及び家計支出の割合を示したものであ
る。家計支出は、学校納付金（明示的な家計の直
接支出）とその他のコスト（明示されない直接支
出と間接支出）に分けて示してある。この図から
は、全てのカテゴリーの学校に共通して、最も大
きな部分を占めているのは、学校納付金以外の家
計支出であるということが分かる。全ての家計支
出を合わせると、一人あたりの教育費に占める家
計支出の割合は９０％程度まで占めている（学校
カテゴリー別の家計支出の分布は表５を参照）（２２）。
主に初等教育に関して、授業料は教育に対する

家計支出の一部に過ぎないと指摘している研究者
は少なくない（Tan１９８５, １, ９; Tsang １９９５, ３９３;
Tsang & Taoklam１９９２,３２１; Wolff１９８４, x）。初

図１ 学校カテゴリー別教育への公共支出と家計支出

出典：ガーナ教育サービス資料、アンケート回答、学校データ
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等教育の普通の世界的な潮流のなかで、多くの国
が初等教育の授業料を撤廃しており、授業料撤廃
が保護者に子供を学校に通わせる経済的インセン
ティブになっているとの報告も多い（例えば
Deininger２００１）。しかし、上述の批判的研究で
は、授業料撤廃が保護者に及ぼす心理的効果は大
きいが、経済的には、授業料とは別の名前で費用
負担を課しているだけという場合もあることを指
摘している（Lerotholi ２００１; Boyle, et al., ２００２,
４）。また、ボイル等は、授業料撤廃の成功事例と
思われてきたウガンダで、一時上昇した就学率が
再度低下してきた原因として、家計負担が減らな
かったことを挙げている（Boyle, et al.,２００２,５）。
また、ムクディは、ケニアにおいて授業料の撤廃
と再導入が繰り返されるのも、政府の教育支出負
担能力が初等教育普遍化の理想に追いつかないか
らだと述べている（Mukudi ２００４,４５０―４５１）。
多くの政府が、教育の中でも最優先している初

等教育の現実がこのようなものであるとすれば、
後期中等レベルにおいて、政府が学校を運営する
ために必要な費用を完全かつ遅滞なくカバーでき
ず、さまざまな形で保護者にコスト負担を求める
のは驚くにはあたらないかもしれない。本調査の
ガーナの事例を例にとれば、政府が２５，０００セ
ディ（約２．８ドル）の公認授業料を撤廃すること
があったとしても、コミュニティ・スクールの生
徒は、差額の２２１，０００セディ（約２４．６ドル）を
払い続けるのである（表４）。また、ガーナの高
等学校では、授業料として徴収されている費用だ
けでも、公認額の６～１０倍だが、授業料以外で
目に見えない形でかかる直接・間接の教育支出は
その数倍になる。しかし、このような隠れた家計
支出が、実際にどういった支出項目を含むのか、
そうした家計支出の構造が教育の質やアクセスの
公平性に影響しているのか、ということはあまり
分析されていない。そこで、次節では、教育に関

する隠れた家計支出に焦点を当てて議論を進める
こととする。

� 隠れた家計支出（明示されない直接支出と間
接支出）

寮生の場合は、生活費の主なもの（住居費、食
費）は寮費の中に含まれている。寮費は、学校が
親に示す明細書に記載され、学期初めにまとめて
納入される費用、すなわち、目に見える家計支出
である。従って、寮生の隠

�

れ
�

た
�

支出は、間食、小
遣い、交通費などの間接支出が中心である（２３）。寮
生は学校の敷地内に住んでいるので、ここで言う
交通費とは、時々学校外に出かけたり、週末に親
元に帰るときにかかるものである。ホステル生や
下宿している「通学生」などの中には、学校から
歩けないこともないが少し遠いところに住んでい
る場合もあり、小遣いに余裕があれば、時々タク
シーに乗ったりする。タクシーは１回２，０００セ
ディ（２２セント程度）である。保護者と離れて
住んでいる生徒は、家に帰ったときに小遣いをも
らってきて、足りなくなったらまた家にもらいに
帰ることが多いようだ。１回にもらってくる金
額や、足りなくなってもらいに帰る頻度は個人
差、学校差がある。しかし、寮生は意外なほど多
くのお金をこうした食べ物や小遣い、交通費に
使っており（図２参照）、ほとんどの生徒が寮生
であるカテゴリーＡ校で隠

�

れ
�

た
�

家計支出額が最も
多い（図１参照）ことからして、経済力のある保
護者は、高校に通うために最低限必要な分以上の
小遣いを子供に与えているものと思われる。我々
がフォーカスグループ・ディスカッションを行っ
たカテゴリーＡ校では、女子寮が食堂から少し離
れたところにあるため、女子は授業が終わって寮
に帰ってしまうと食事のために出てこずに、食べ
物を買うことも多いとのことであった。この学校

表５ 学校カテゴリー別家計支出の分布（明示されない直接支
出と間接支出）

コミュニティ・

スクール
カテゴリーＢ校 カテゴリーＡ校

有効度数（Ｎ） ５２ １５７ ３７３

平均値 １，２２２，００１．９２ １，５３５，６６０．５１ ２，１１７，０７７．２８

中央値 ８６６，０００．００ １，４１６，０００．００ １，８４０，０００．００

標準偏差 １，２４６，５４４．２６ １，０６５，５１７．２８ １，３３２，４０９．１６
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で話した生徒たちは、男女とも皆、食堂の食べ物
は単調で飽きるので、自分で買ったものを食べる
ことがあるということだった。
生活費の主要部分が明細書に記載された目に見

える形で支出されている寮生に対し、ホステル生
の場合、ホステルに払う住居費（水、光熱費含む）
の他に、食費も自分でまかなっている。ホステル
代は、学校に払っているわけではないので、これ
も隠れた支出である。
最も複雑なケースは、通学生として分類されて

いながら、実際には親元から通っているのでな
く、家を借りている生徒である。こうした生徒が
実は非常に多いということは既に述べたとおりで
ある。彼らが高校に通うためにかかる家賃、食
費、水、光熱費は、家族と暮らしていればかから
ない支出である。
カテゴリーＡ校の生徒がほとんど寮生であるの

に対し、コミュニティ・スクールでは、ほぼ全員
が通学生である。通学生の支出パターンの特徴
は、寮生のように、目に見える形でまとめて支出
せず、小額を支出し続けることである。従って、
彼ら自身が、全体としていくら使ったかを意識し
ていないケースが多く、１学期に使った金額をい
きなり聞いてもすぐには答えがでない。そこで、
本調査では、想定される支出項目ごとに細かい質
問を設定し、日ごと、週ごと、月ごとの出費を答
えさせ、それを学期（３ケ月）の出費として計算
しなおすという方法を採った。隠れた家計支出を
全て学期単位にして計算した結果、通学形態間で
の支出額の差は、金額の１０％以内と小さかっ
た（２４）。ただし、寮生はこれに加えて寮費を払って
いる（５８０，０００セディ程度）ので、やはり、寮生
の方が通学生より家計負担は大きい。しかし、寮
生の支出内訳のうち、必須とは思われない余分の
生活費が多く含まれていることも先述のとおりで
ある。保護者の負担能力を差し引いて、後期中等
教育を受けるために最低限必要なコストだけを積
み上げた場合、寮生か通学生かによって生じる家
計負担の差は一般に思われているよりも少ないと
思われる。ここで重要なのは、多くの通学生（特
にコミュニティ・スクールの学生）は、二百万セ
ディ（２２２ドル）もの金額をいちどきに払うこと
が出来ないが、小さい金額に分かれていれば、何
とか捻出できるということである。これらの生徒
は、多額な教育費を支払うために大変な苦労をし
ている。コミュニティ・スクールの生徒は、ほと

んど例外なく、学校納付金（明示的な直接支出）
すら一括で納入することができず、学校に借金し
ている。
図２～４は、通学形態別の隠れた家計支出（授

業料を除く）の内訳である。隠れた家計支出は大
きく分けて二つの部分に分かれる。一つは、ここ
まで述べてきた生活関連支出（間接支出）で、家
賃、食費、水、光熱費、交通費などがこれに当た
る。図２～４から分かるとおり、この生活費は
寮生、ホステル生、通学生の違いにかかわらず、
隠れた家計支出の主な部分を占める（７５～８５％）。
もう一つのグループは、教育に直接関係する項目
（直接支出）でありながら、授業料には含まれて
いない教科書、副教材、補習などの費用である。
学校や科目によっては、生徒全員に教科書があ

るとは限らない。そういう場合は、政策上は無料
で配布されることになっている教科書を、生徒は
お金を払って買うことになる。また、教科書を補
足するため、生徒達は副教材も買う。副教材は、
通常、教師が書いており（必ずしも生徒が所属す
る学校の教師とは限らない）、卒業時に受験する
後期中等教育資格試験（Senior Secondary School
Certificate Examination：SSSCE）などのテスト
勉強に使ったり、教科書の代わりに使うこともあ
る。学校のカテゴリーに関係なく、生徒は副教材
を好む。副教材は理論を難解に説明するのでな
く、簡単に、試験向きに書かれており、巻末には
SSSCEの過去問題が付いていたりする。従って、
学業成績のいい生徒も副教材はよく買う。しか
し、表６に示すとおり、カテゴリーＢ校やコミュ
ニティ・スクールの生徒は、カテゴリーＡ校の生
徒より多く副教材にお金を使っている。地理的ア
クセスの低さが影響しているのか、教科書は、都
会の大きな学校に比べて、小さな町や農村部の小
規模校のほうが普及度が低い傾向が見られる。例
えば、あるカテゴリーＡ校では、４つの必修科目
（英語、数学、社会、理科）のうち、生徒が教科
書を買わなければいけなかったのは理科だけだっ
た。他の３科目の教科書（６冊）は学校が生徒に
配布した。他方、カテゴリーＢ校やコミュニ
ティ・スクールでは、無料で受け取れる教科書の
数は、学校によってばらつきはあるが、１～３冊
程度であった。結局、これらの学校の生徒は、本
来無料であるはずの教科書をお金を払って買うこ
とになる。あるいは、教科書がないために、代替
品として副教材を使うことも多い。自らの試験対
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策のために進んで買う場合と違い、教科書の代替
品としての副教材は、授業を受けるためには必須
である。本来、無料で配布されるはずの教科書や
事実上必須の副教材の費用が、学校納付金の明細
にも挙げられていない隠れたコストとなって生徒
の保護者に負担されている。カテゴリーＢ校とコ
ミュニティ・スクールのフォーカスグループ・
ディスカッションによれば、生徒たちは４つの必
修科目と４つの選択科目を取っているが、そのほ
とんどについて教科書と副教材両方か、どちらか
を買っている。その結果、カテゴリーＢ校の生徒
は平均１３６，０３２セディ（約１５ドル）、コミュニ

ティ・スクールでは平均１１０，０１９セディ（約１２
ドル）を副教材だけに使っている（表６）。
生徒達はまた、補習に対してもお金を払ってい

る。今回調査した学校のなかでも、義務参加の補
習があって、その費用が学校の納付金として請求
されているところもある（表４）。ガーナの後期
中等教育のカリキュラムは内容が非常に多く、３
年間の普通の授業時間だけでは全てカバーするこ
とが難しい。そのため、正規の教育のために補習
が必要になっている。こうした状況から、後期中
等教育を３年から４年にしようという運動が一部
の教員の間にあったが、２００５年８月に、ついに

図２ 隠れた家計支出の内訳―寮生

図３ 隠れた家計支出の内訳―ホステル生
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後期中等教育を２００７年度（１０月開始）から４年
にするという法案が可決した。これは、カリキュ
ラムを緩めずに現行どおりの内容を教えることを
優先する決定であるが（２５）、現状でも後期中等教育
への公共支出は教育費の中では優先度が低く、ほ
とんどを家計支出に依存していることを考える
と、コスト面からは実現可能性に疑問が残る政策
と言わねばならない。
いずれにしろ、教師がカリキュラムをカバーす

るために時間外労働をするので、生徒はそのコス
トを負担する。我々が調査した学校のうち、ある
カテゴリーＡ校では６０，０００セディ（約６．６ド
ル）、コミュニティ・スクールでは３０，０００セディ
（約３．３ドル）が補習費として全員から徴収され
ていた（表４）。コミュニティ・スクールの生徒
で、この補習費の支払いがまだ出来ていないもの
は、この補習はカリキュラム内容をカバーするの
に必須なものであるにもかかわらず、教室から追
い出されることもよくある。
学校からの請求書に載っている義務参加の補習

とは別に支払いが必要な自由参加の補習というの
もある。こうした補習を行うかどうか、そして費
用をいくら課すか、は各教科担当の教師の判断に
よる。あるカテゴリーＡ校では、数学の個人教授
が５００，０００セディ（約５６ドル）、グループ授業が
１００，０００セディ（約１１ドル）だという。同じ学
校で、理科のグループ授業には６０，０００セディ（約
６．７ドル）、経済の個人教授には１００，０００セディ
（約１１ドル）支払うとのことだった。他方、あ
るカテゴリーＢ校の生徒によると、自主参加の補
習の値段は、１学期あたり１５，０００～２０，０００セ
ディ（１．７～２．２ドル）である。自由参加の補習
の料金は、保護者の負担能力や需要によって決ま
る、弾力性の高いものである。従って、授業料に
含まれない追加的な補習の支出は、保護者の負担
能力が高いカテゴリーＡ校で最も多く（１０２，６８４
セディ：約１１ドル）、次いでカテゴリーＢ校
（８１，６５０セディ：９ドル）、コミュニティ・ス
クール（６１，６５４セディ：７ドル）となっている
（表６）。

表６ カテゴリー別隠れた教育関連支出（直接支出）

副 教 材

�

教 科 書

�

選 択

補 習 費

�

教育関連

支出合計

（Ｘ＋Ｙ＋Ｚ）

その他の

支 出

隠 れ た

家計支出

合 計

教育関連

支 出 の

割合（％）

カ テ ゴ リ ー Ａ 校 ８７，１９８ ６３，４９９ １０２，６８４ ２５３，３８１ １，６４３，６９６ １，８９７，０７７ １３．４

カ テ ゴ リ ー Ｂ 校 １３６，０３２ １０６，３６９ ８１，６５０ ３２４，０５１ １，０６０，６１０ １，３８４，６６１ ２３．４

コミュニティ・スクール １１０，０１９ ３２，６００ ６１，６５４ ２０４，２７３ ７７１，８２９ ９７６，１０２ ２０．９

図４ 隠れた家計支出の内訳―通学生
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保護者の経済力を反映して、隠れた家計支出の
平均はカテゴリーＡ校、Ｂ校、コミュニティ・ス
クールの順に多い（図１）。カテゴリーＡ校の生
徒の隠れた家計支出の合計は約１，９００，０００セディ
（約２１１ドル）で、カテゴリーＢ校（１，３８５，０００
セディ：１５４ドル）の約１．４倍、コミュニティ・
スクール（９７６，０００セディ：１０８ドル）の約１．９
倍である。しかし、注目すべきは、教育に関わる
隠れた家計支出（教科書、副教材、補習費の合
計：表４のＸ＋Ｙ＋Ｚ）は、カテゴリーＡ校よ
りむしろカテゴリーＢ校の方が多いということで
ある。カテゴリーＡ校の生徒が補習にかけている
金額の多さを考えると、カテゴリーＢ校とコミュ
ニティ・スクールの生徒の教育関連支出を押し上
げているのは、教科書と副教材の代金である。教
科書や教科書の代用で使われる副教材は、それな
しには教室にいても学ぶことができない、最も基
本的な学習用品である。教育熱心な親が多く、学
業成績も良いカテゴリーＡ校よりもこれらの学校
の生徒の方が教育の中身に直接関わる部分で家計
負担の割合が多いのは皮肉な現実と言わねばなら
ない。コミュニティ・スクールの生徒などは、学
費も一括では納入できないうえ、これらの基本的
な学習用品も揃えなければいけない。そして、こ
れらの支払いを優先するために、生活費を切り詰
めるということになる。こうした貧しい家庭の学
生が教育費をまかなうためにどんな経験をしてき
たか、どういう認識を持っているか、について、
次節で詳しく述べることとする。

５．教育費をまかなう―生徒と保護者の
認識

本調査からは、学校のカテゴリーにかかわら
ず、８５％の親が後期中等教育のコストが高いも
しくは非常に高いと思っていることが分かった
（図５）。コミュニティ・スクールでは、アン
ケートに答えた全ての保護者が学費を払うことが
困難だといい、カテゴリーＢ校では８０％、カテ
ゴリーＡ校でも６０％の保護者が支払いの困難を
感じている（図６）。このことから、教育費の負
担は、子供が通う学校のカテゴリーや通学形態
（寮、通学、ホステル）に関わらず保護者に重く
のしかかっていることが分かる（２６）。
過重な教育費を何とかカバーしようと、コミュ

ニティ・スクールの生徒は食べる回数を減らした

りする。カテゴリーＡ校の生徒は、隠れた家計支
出が最も多いが、その大部分を寮で出る食事以外
の食べ物や小遣いが占めていたのは既に述べたと
おりである。それと反対に、コミュニティ・ス
クールの生徒が削ろうとするのは、食費である。
教育に直接かかるコストが学校間であまり差がな
い以上、コスト負担能力の差を調整するのは間接
支出の部分である。
インタビューの中で、あるコミュニティ・ス

クールの男子生徒は、一日一食しか食べず、イン
タビューが行われた日にはまだ何も食べていない
と言った。同じ学校の女子ホステル生は、食べ物
を買うお金がないときには、他の生徒の食べ物を
分けてもらうのだと述べた。この女生徒は、とき
どき、学校から８kmぐらいのところに住む親戚
の家に歩いて行って、食べさせてもらうのだとい
う。コミュニティ・スクールの生徒の保護者の多
くは、自給自足農家や行商人などで、現金収入が
限られている。もし保護者が、カカオやメイズな
どの換金作物を育てていれば、家計状態は多少い
いが、耕作面積は狭く、彼らの収入は収穫時期と収
量に左右される。ある生徒が言うように、彼らは：

収穫が上がるやいなや、売りに行く。そして
その場はお金が出来るので、学校に来ること
が出来る。だから、もし親がココア（などの
換金作物）を持っていなければ、［生徒は学
費不払いで］教師に鞭で打たれることになる。

（コミュニティ・スクールの２２歳の
男子学生、２００５年５月２４日の

インタビューより）

このインタビューを行ったコミュニティ・ス
クールでは、生徒は学費の支払いが遅れると罰せ
られるという。この学校で鞭打ちはかなり頻繁に
行われているようだった。もし生徒が義務的な補
習費を払っていなければ、教師は、その生徒が補
習に参加することを許さない。もし生徒が学期末
までに授業料を払えなければ、彼らは学期末試験
を受けさせてもらえず、それは自動的に、その科
目での落第を意味する。度重なって授業料が払え
なければ、強制退学ということも珍しくない。こ
れがコミュニティ・スクールの生徒の現実であ
る。
特に、学校納付金として目に見える形で提示さ

れていないコストが多いことは、ボディブローの
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ようにじわじわと効いてくる。調査者があるコ
ミュニティ・スクールで行ったインタビューによ
れば、ある生徒は、入学するときいくつかの学校
の費用を比較し、一番安いと思って今の学校を選
んだ。実態がどうであれ、「安い」と認識するこ
とが、学校選定に大きな影響を及ぼすことは、他
でも指摘されている（Urwick ２００２, １４２; Miller-
Grandvaux & Yoder ２００２, ３２―３３）。入学前に提
示されたのは、学校が課す費用の中でも、一番基
本の登録料８６，０００セディ（９．６ドル）だけだっ
た。しかし、実際にかかっている費用は学期あた
り２００ドル近い。この生徒は、諸々を合わせると

結果的には、カテゴリーＡ、Ｂ校とコミュニ
ティ・スクールの費用はほとんど同じだったこと
に、入学した後気づいたという（２００５年５月１９
日のフォーカスグループ・ディスカッション）。
ある生徒は、中学卒業後、お金を貯めるために４
年働いた。彼が高等学校に入った時は５百万セ
ディの貯金があり、彼はこれは３年間の高校教育
を終わらせるのに十分なお金だと思っていた。し
かし、支払いは彼が思っていたほど「緩い（soft）」
ものではなかった（２００５年５月２４日のインタ
ビュー）。カテゴリーＡ校の生徒などと違い、コ
ミュニティ・スクールの生徒のほとんどは、教育

図５ 教育費に関する保護者の認識�―教育費は高いか

図６ 教育費に関する保護者の認識�
―授業料を払うのは困難か、政府は教育費をもっと負担すべきだと思うか
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費を親任せにできず、自ら資金捻出に関わってい
る。大人の男子学生であれば、休暇中に肉体労働
やその他の仕事をして稼ぐ。女子であれば、親の
畑や行商の手伝いをする。
こうした困難にも関わらず、コミュニティ・ス

クールの生徒たちが教育にかける思いは並々なら
ぬものがある。彼らのほとんどは、高校を卒業し
たあと、更に教員養成校や看護士学校などの専門
家養成校か大学に行きたいと思っている。実に
４４．２％のコミュニティ・スクール生が大学に行
きたいと答えた（看護士学校２３．１％、教員養成
校２１．２％）。大学に行きたいという生徒の割合
は、カテゴリーＡ校（９１．７％）やカテゴリーＢ校
（６１．９％）より低いが、それでもコミュニティ・
スクールの生徒の抱負は高い。しかし、経済的な
問題や、空腹、教材の不足などの障害で、留年、
退学が多く、教育到達度の点からも、SSSCEで
無事合格点を取り、上級の学校に行けるものは非
常に限られている。そうした困難の中でも教育へ
の意欲を持ち続ける理由としては、漠然とした人
生の転機への期待感が大きいように思われる。あ
る３７歳の男子学生は、長い中断の後また学校に
入学した理由を次のように述べている。

中学校を終わったとき、高校に行くつもりで
した。けれど、経済的な事情で諦めました。
何年も経ったある日、こんなに近くにあるの
だから、高校に来るべきだと思い立ったんで
す。とにかく試してみなければ。この学校な
しに、自分はどこにも進めない。だからこの
学校に来ました。

（２００５年５月２４日のインタビュー）

この生徒は結婚して３人の子供がいるが、学
校に来るために、少なくとも一時的に仕立て屋の
仕事を休んでいる。別の女生徒は言う。

大事なことは、学校に行かなければ、道徳的
な生き方が分からないということです。例え
ばコミュニティで問題が起きたとき、誰か学
のある人が必要になるでしょう。もし私が教
育があると皆が分かれば、皆私のところに来
て、私は問題を解決してあげることができま
す。

（２００５年５月２４日のインタビュー）

３つのカテゴリーの学校の間には、その施設や
教材の整備状況、教育環境などに大きな差があ
る。特に、コミュニティ・スクールでは、電気・
水道がなかったり、教科書の普及率も低い（前述）
など、問題が多い。こうした中でも、生徒が教育
に対して強い期待を持ち、教育費をやりくりして
いる様子を見ると、教育の機会や質の公平性を保
つための施策の必要性が痛感される。

結び

この調査では、ガーナにおける後期中等教育の
家計支出について詳しく分析した。その際、異な
るカテゴリーの学校（カテゴリーＡ、Ｂ、コミュ
ニティ・スクール）と異なる通学形態（寮、通学、
ホステル）の間でのコスト比較を行うことで、「寮
よりも全日制の学校の方が政府にも家計にも負担
が軽い」という一般認識や政策上の想定を実証的
に検証しようとした。また、保護者の経済力や教
育レベル、学校の立地条件といった社会経済的要
因が教育にかかるコスト負担の構造に及ぼす影響
についても分析を試みた。
調査の結果、通学生（コミュニティ・スクール

のほぼ全生徒とカテゴリーＢ校生徒の４割）の家
計負担は一般に信じられているよりはるかに重い
ことが分かった。彼らの多く（４４．２％）は、保護
者の家からは通えず、結局学校のそばに家を借り
ている。彼らの食費、住居、光熱費等は寮生の場
合のように学校からの請求書に目に見える形で現
れないが、寮費に匹敵する家計負担になってい
る。
更に、教科書、副教材、補習といった教育に直

接関係あるものに対する出費も、多くは書面で請
求されるものとは別の隠

�

れ
�

た
�

家計支出である。実
際、これらの教育の質に直接関わる隠れた出費
は、カテゴリーＢ校においてのほうが、学業成績
では上回るカテゴリーＡ校より多いのである。ま
た、コミュニティ・スクールの生徒が負担してい
るこれらの教育関連費用はカテゴリーＡ校の生徒
とあまり変わらない。このことは、農村部の小規
模校ほど、学習に必要な基礎的条件を、学校側で
完全に提供し切れておらず、その分を家計負担で
補っていることを示している。非常に重い経済的
負担にも関わらず、保護者は、後期中等教育は子
供の将来を保障するために必要なものだと思って
おり、従って、子供を高校に行かせるモチベー
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ションは非常に高い。
農村部の学校の通学生は、実際には寮生並みの

出費をしながら、政府が寮のある学校に出してい
る住居や食費の補助金の恩恵には預かっていな
い。政府にとって、寮制の学校を運営する財政負
担は、寮の施設やスタッフを維持しなければいけ
ない分、全日制より高いのは事実である。しか
し、寮制の学校には余分な補助金が出て、通学生
のみの学校には出ないというのは、通学生が家か
ら通っていないことが多い実態を鑑みれば、公平
性に欠けると言わざるを得ない。毎日少しずつ積
み上がっていく「通学生」の隠れた家計支出につ
いて、もっと政策的な配慮が必要なのではない
か。
教育の費用対効果分析や、「貧困削減」の目標

への貢献度という観点から、基礎教育の優先度が
高いことは言うまでもない。しかし、基礎教育が
拡大する一方で、後期中等教育の就学率は、長年
に渡り３０％前後に据え置かれ、中等教育へのア
クセスの制約が初等教育にも負の影響を及ぼす可
能性がある。また、そうした限られた後期中等教
育の中でも、本論で見たような格差があるという
ことは、人的資源開発戦略としても、教育制度の
バランスの取れた発展という観点からも望ましく
ない。後期中等教育に公的予算を配分すること自
体が富裕層への裨益を高めているわけではなく、
貧困削減のためには後期中等教育の中でのリソー
ス配分の公平性を確保することこそが重要なので
はないか。
ガーナ国教育・スポーツ省は、２００５年８月に

新たな教育政策を採択した。そこで挙げられた改
革の一つは、２００７年秋から高等学校教育を現在
の３年から４年に延長することである。後期中等
教育のカリキュラム内容が非常に多いガーナで、
内容を減らさずに学習効果を上げることを優先し
た政策判断である。しかし、現状で既に９割のコ
ストを家計負担に依存している状態で、更に負担
期間を延長することは、多くの困難を伴うものと
思われる。バランスの取れた政策形成、実施が望
まれる。

注記
� 既存の教育の家計支出調査の例として、Boyle,

et al. ２００２; Mehrotra & DelaMonica １９９８; Tan

１９８５; Tilak１９８５; Tsang１９９５; Tsang & Taoklam

１９９２などがある。近年では、多くの途上国で導

入されている初等教育の授業料無償化政策の家

計への影響を分析するものも多い（例えば、Bray

& Bunly２００５; Deininger２００３; Mukudi２００４; Ur-

wick２００２）。

� ここでいうコミュニティ・スクールとは、アフ

リカの多くの国で見られる、コミュニティが自

助努力で設立した学校を事後的に政府が認可す

るものとは違う。ガーナにおいて、高等学校は

基本的に公立（近年、例外的に若干の私立校が

新設されている）であり、標記の趣旨に基づい

て政府が農村部に設立したのがガーナのコミュ

ニティ高等学校である。

� コミュニティ・スクールは、一般に共有される

印象と違って実は他の公立校と同じか、それ以

上の家計負担を伴うという報告は他国からも挙

がっている（Miller-Grandvaux and Yoder２００２,
３３）。

� 生徒の入学時の基礎教育資格試験（Basic Educa-

tion Certificate Examination: BECE）の平均点

を、郡教育事務所の保管するデータを閲覧して

確認した。

� 後述するが、保護者及び生徒が学校に納付する

費用には、多くの項目がある。本論では、学校

がFees として明示的に課しているものを「授業

料」と呼び、学校に納付している費用全体（学

校納付金）と区別する。

� 回答者の記憶によって、具体的支出金額を数ケ

月以上遡ることは困難なだけでなく、データと

しての信憑性にも欠けるため、回答者に前年度

以前のことを質問した場合は、去年より多く支

出していると思うか、といった印象・主観に限

定している。 本論の分析に用いた数値データは、

全て２００４年度前期に関する質問の回答に基づい

ている。

� セントラル州全体のカテゴリー別就学者数をみ

ると、２００３／０４年度のカテゴリーＡ校就学者総数

が２０，４７４人（州の総就学者数の４９．２％）、カテ

ゴリーＢ校が１１，１０８人（２７％）、コミュニティ・

スクールが１０，０５３人（２４％）である（セントラ

ル州教育事務所からの入手資料より）。本調査で

コミュニティ・スクールのサンプルの割合が州

全体より少ない理由として、コミュニティ・ス

クールは学校数が他のカテゴリーより多く（２０

校）、１校当たりの就学数が少ないことと、調査

対象であった第三学年に至る前に留年・退学す

るケースが多いことが考えられる。
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ガーナ国全体のカテゴリー別就学者数のデー

タは各州教育事務所を訪問しなければ入手不能

である。また、カテゴリーの分け方も州によっ

て違い、統一した比較は困難。

	 生徒への質問票と違い、一度持ち帰っているた

め、回収率が下がった。また、記入過程を監督

できないため、データの信憑性についても疑問

が残らざるを得ない。したがって、保護者の質

問票への回答は、主に保護者の教育支出に関す

る認識に関するものを分析の対象とし、金額・

数値に関する部分は、生徒の質問票と整合する

場合のみ採用することとした。


 学校が直接運営するわけではないが、学校が公

認する学生宿舎。

� あるカテゴリーＡ校でのフォーカスグループ・

ディスカッションに参加した６名の生徒のうち、

中学校卒業後、高校入学の前に家事手伝いなど

をして家にいた者は一人もいなかった。他方、

コミュニティ・スクールで集まった生徒は、１

つの学校では１３名のうち９名、もう１つの学校

では８名のうち４名が、中学卒業から高校入学

までの間に１年以上の期間があいていた。

� BECEでは、試験科目が６つあり、成績がいい

順に１～１０までの点数が割り当てられるため、

総合点の最高は６、最低は６０になる。


 アダ・メンサーが１９９９年にウェスタン州・アハ

ンタ西郡の２８の中学校の生徒を対象に行った調

査では、BECEの総合点で上位１割までに入っ

た公立校出身者は１名のみである。総合点６か

ら２０までに入った公立校生は３％に過ぎない

が、逆に、私立校出身の受験者で総合点が２０に

満たなかったものは９％のみである（Addae-
Mensah２０００,２２―２３）。

� 上述のアダ・メンサーの報告によると、公立の

小中学校の保護者にかかる年間費用は２２，０００セ

ディ（約２．４ドル）（授業料４，０００セディ＋諸雑

費）だが、私立は約２，０００，０００セディ（授業料

７８０，０００セディ＋諸雑費）（約２２２ドル）と、９１

倍も差がある（Addae-Mensah２０００,１９―１８）。

� 本論で「保護者」とは、学費負担者を指す（複

数の人が払っている場合は、主な負担者）。アン

ケートの結果、サンプル生徒の８０％以上の学費

は親（片親、両親含む）が払っていることがわ

かった。しかし、親戚や年上の兄弟、親の友人

などが共同負担者になっているケースも、特に

親の負担能力が低い場合には多い。

� ミラー・グランヴォとヨダーも複数のアフリカ

の国の事例から、生徒は、近くに他の学校が

あっても直接教育支出が低いと思われる学校に

は、遠距離からでも通う傾向があり、その結果、

学校とコミュニティの関係が希薄になるケース

があると報告している（Miller-Grandvaux & Yo-

der２００２,３２―３３）。

� 家計の直接支出とは、学校での教育活動に直接

かかわる支出で、各種学校納付金や教材費など

である。間接支出は、教育に直接かかわるもの

ではないが、生徒が学校に来るために必要な出

費（交通費、食費、学校に来ることによって失

われる機会費用など）を含む。本論では、保護

者が「教育費」として一般に認識しているのは、

学校に要求される納付金のみだが、実際には、

それ以外に多くの直接・間接支出があるという

点に注目し、明示的な支出（学校納入金）と、

隠れた支出 （納付金以外の直接支出と間接支出）

という分類を用いている。

� 政府の認識では、ホステル生も通学生に分類さ

れる。ホステルは学校が運営する宿舎ではなく

（学校が公式に認可はしているが）、住居費や食

費の支払いは学校の管轄外で行われるからであ

る。

� 学校納付金については、書面に明示されていな

い項目が多く、また徴収時期や方法もばらばら

であることから、網羅的なデータ収集に困難を

伴った。結果的に、本論では、項目別の学校納

付金の詳細については各カテゴリーから１校ず

つのみをケースとして示すにとどめる。

� 教員給与への経常支出を生徒一人当たりに割り

振ると、公的支出は前述のとおり２９０ドル近く

なるが、教員給与と学校補助金を政府がどのよ

うにやりくりしているかも明白ではなく、 また、

生徒一人当たり実際に何人の教員に指導されて

いるかも多様である。したがって、実地観察を

重視する本論では、教員給与や学校全体にかか

る費用は除き、生徒一人当たりに直接かかる費

用に限定して分析を進める。

� 元・国際協力機構（JICA）専門家・松田徳子氏

の教育・スポーツ省での聞き取りによる。

� ガーナに関して、２００１年及び２００２年に、保健及

び初等教育セクターの公共支出追跡調査（Public

Expenditure Tracking Survey）の報告書が出さ

れている（Ye ２００２及びYe ２００１）。それによる

と、１９９７／９８年度に教育・スポーツ省から支出さ
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れた経常経費のうち、実際に学校に到達した経

費は、給与が６５％で給与以外が５１％と低く、

資金の流れの途中での漏洩が多いことが分かる

（Ye２００２,１１）。但し、中等教育についての公共

支出追跡調査は行われておらず、資金漏洩の実

態についてはあまり把握されていない。

� 政府の補助金額は一律に同じ金額なので

（１４４，６００セディ）、学校のカテゴリー間での公

的―家計支出の割合の違いは、保護者が子供の

教育にかけた絶対金額の違いによる。例えば、

コミュニティ・スクールの生徒が使った金額は、

他の学校の生徒より少ないため、結果として、

コミュニティ・スクールの一人当たり支出に占

める補助金の割合が大きくなっている。

� 間接支出に何を含めるかは、分析対象地域の社

会・文化的特性や、生徒の経済的バックグラウ

ンドなどに応じて考察されなければならない。

食費、小遣いなどを間接支出に含めない場合も

あるが、本論では、下宿生や遠方から通う生徒

などにとって、食費が教育の経済的負担の大き

な部分を占めることから、間接支出に含めるこ

ととした。小遣い、食費を間接支出に含めた例

は他にもある（Bray & Bunly２００５）。

� 授業料以外の家計支出は、通学生１，８９９，３２５．１

セディ、寮生１，９１２，６６６．７セディ、ホステル生

１，６７６，５５２．６セディ。

� 西アフリカ試験委員会（West Africa Examina-

tion Council：WAEC）のメンバー国（ガーナ、

ナイジェリア、シエラレオネ、ガンビア、リベ

リアなどの英語圏諸国）はカリキュラムを共有

しているので、 ガーナ独自の問題というよりは、

WAECメンバー国全体が高等学校で学ぶべき知

識レベルを高いところに設定しようとしている

と言える。

� 保護者に対する質問表は、先述のとおり調査者

が直接監督できなかったため、答えやすいもの

にした。結果として、教育支出の負担がどのぐ

らいの金額か、どうやって資金を工面している

か、といった具体的内容に踏み込めなかった。
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Abstract

Visible and Hidden Private Cost of Senior Secondary Education in Ghana
A Multi-site Case Study in Central Region
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In Ghana, senior secondary education system is funded minimally by the government and depends
heavily on households’cost-sharing. In this study, the authors compare the private cost of education
among different types of school（urban high-performing schools, schools in small town, and Community
Schools）. Since the１９８７educational reform,１４０community senior secondary schools were established,
with the aim to make education more accessible and less expensive to rural students. Having no board-
ing facility, Community School students are all considered to be commuting from home and pay less
than students of urban prestigious schools whose students are from distance and stay at boarding
houses.
The study reveals that the financial burden of Community School students is much heavier than gen-

erally believed. First, the fees charged by schools are six to ten times more than the amount officially
approved by the government. Therefore, the school fee only takes up bigger part of per-student educa-
tional cost than government subsidy. In addition to that, there are large amount of household expenses
which are not immediately visible. Many students come from communities which are not within com-
mutable distance, and they rent houses near the school. The cost which is not immediately visible but
necessary to continue education is large. While the living expense is a major part of extra private cost,
students also spend considerable amount for items which are directly related to education: textbooks,
pamphlets, and extra classes. All in all, these extra household expenses, which do not appear on the
school bills, constitute７０―８０％ of the total per-student educational cost.
While the difference of private cost is much smaller than it has been said, there is a wide disparity of

households’average financial capacity among different categories of schools. Having limited financial
capacities, parents／guardians of Community School students are suffering to cover the cost of educa-
tion, which is not much different from the amount paid by parents／guardians with better economic
standing.
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